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〈論 説〉
旧ソ連 と新生 ロシアの社会保障 と社会政策
比較研究の試み
岡 田 進
序に代 えて一 ソ連社会主義をどうとらえるか(中 村平八教授の問題提起によせて)
実在 した ソ連社会主義がいか なる ものであったかをめ ぐっては,周 知の ように,さ まざまな議
論がなされている。 まだソ連社会主義 の崩壊前,ソ 連で 「発達 した社会主義」が盛 んに喧伝 され
ていた時期 に,中 村平八教授 は 「発展途上社会主義」 なる概念 を提起 された。中村教授 は,同 じ
ようにマ ルクスの社会主義論か らの距離 を意識 されつつ,実 在の社会主義をたんにその発展 の初
期 にある もの(「生成期」あるいは 「初期」社会主義)と した り,マ ルクスの社 会主義 とは範疇 を異
にす る もの(「前期的」社会主義あるいは 「革命後の社会」論)と す る立場 を退 け,こ れ を 「先進 国
型」 に対 する 「途上 国型」 とい う社会主義 のタイプの相違 の問題 として捉 え,後 期マルクスの後
進国革命論の再構成や,帝 国主義段 階における従属資本主義の歴 史分析 を踏 まえて,新 たに上記
の独 自の規定 を提起 されたので あった1。 ソ連社 会主義崩壊後,ロ シアの民 主的左 翼 の理論家
A.ブ ズガー リン氏 も,資 本主義 の諸 矛盾 が激化 して革命 の条件が成熟 していた に もかか わ ら
ず,新 しい社 会 をつ くる物質的 ・主体 的条件が伴 わなか った とい う 「20世紀 の落 と し穴」 の結
果 として,こ の矛盾 を解決す る 「一時 しの ぎ的な形態」 として ソ連で生 じた社会主義に 「変異体
的社会主義」 なる規定 を与 えたが2,こ れ よりはるか以前 に,類 似 の規定 を提起 された中村教授
の卓見 は高 く評価 されて しかるべ きであろ う。
もちろん7「 発展途上社会 主義」 とい う命名が果た して適切 な ものであるか とい う点 では異論
もあ りうる。例えば,木 村英亮氏 は,崩 壊前の ソ連 はアメ リカと並ぶ,工 業的に も発展 した超大
国であ り,「発農途上国」 とはいえないのではないか,と い う疑問 を提 出 している3。筆者 も,こ
れ とは別 に,仮 に従属資本主義下 の後進国革命 で社会主義 を目指す国家が成立 した場合,そ れは
不可避 的にソ連で実在 した ような形態 の社 会主義にな らざるのえないのか,と い う点で疑問 を
もっている。1917年 革命直後 の社会主義へ の直接 的移行 の試みが破綻 した後,レ ーニ ンは新経
済政 策(ネ ップ)を 提起 したが,実 際 には挫折 した とはい え,む しろそ こで想定 され た多 ウク
ラー ドの混合経済 こそ,唯 一可能で現実的な,途 上国に特有な社会主義への道であ ったのではな
いか と考 えるか らである。後の一国社会主義論 の もとで,こ の時期は資本主義か ら社会主義への
過渡期,す なわち短い経過的な段階 として軽視 されて しまったが,ゴ ルバチ ョフのペ レス トロイ
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カの もとでは,所 有 ・経営形態の多元性 と市場 関係 にもとつ くネ ップは,現 実 的な社会主義の形
態 として見直 されたし,現 在の中国のいわゆる 「中国の特色 をもった社会主義」 も,あ る意味で
ネ ップ的 なものの再現 とも言 い うる。その意味で は,ス ター リン以後 ソ連で実在 した社 会主義
は,ネ ップに代表 される本来の 「途上国社会主義」の歪 曲された転化形態 にす ぎない と言えるの
ではなか ろうか。 中村教授 はこれ を 「途上国社 会主義」 にお ける二つの段 階 と捉 えてお られ る
が,こ れを一つのカテゴ リー に括 るのではな く,ネ ップあるいは中国の現在 の形態 とソ連で実在
した形態 とは,む しろ社会主義の二つの対立的な形態 として捉 えるべ きで はないか と思われる。
これは 「途上国社会主義」 の崩壊の問題 ともかかわる。 中村教授 は,一 方では,「 途上 国社会
主義」 も将来的にはマルクスが想定 した先進国型の社会主義に成長転化 してい く可能性 を否定 さ
れなかったが,他 方でその崩壊 の原因については,ソ 連社会主義 に固有 な官僚制支配 を重視 され
ている4。 しか しこれだ と 「途上国社会 主義」 は初 めか ら崩壊 を運命づ けられてお り,マ ルクス
の想定 した社 会主義には成長 しえない,と い うことになって しま うのではなか ろうか。確 か に
ネ ップは維持 しえなかったが,中 国やヴェ トナム,キ ューバな どの もう一つの形態の 「途上国社
会主義」 は生 き延 びている。む しろ途上国 にとって,ス ター リンや毛沢東の ように性急 に高い発
展段階 を 目指そ うとせず に,本 来の 「途上国社会 主義」 にふ さわ し く長期 にわたって身の丈 に
合 った混合経済を維持す ることが,崩 壊 を免れる唯一の道だ とい うことになろう(ネ ップ同様に,
政治的民主主義が棚上げされているという問題は存在するし,今 のところ,そ れが果たして先進国型社会主義
に成長転化しうるか否かは予断できないが)。
以上,中 村教授の先駆 的な業績 に刺激 されて,長 々 と私見を述べ たが,し か し筆者が教授の類
型的把握 を基本 的に評価 した上で,積 極的 に主張 したいことはむ しろ別の ところにある。ソ連社
会主義の崩壊 に当たって,そ れが社会主義一般あるいはマルクス主義の破綻 である とする資本主
義勝利論 に対抗す る意味か ら,実 在 した社 会主義の 「社会主義性」 を否定 し,も ってマルクス理
論 を擁i護しようとする主張が現れた ことは周知の とお りである。マルクスの社会主義論に照 らし
て,ソ 連 は実 は 「国家 資本主義 であった」,あ るいは 「資本主義 で も社 会主義 で もない社会 で
あった」,と い った主張が それであ る。中村教授 もこうした立場 を批判 してお られ るが5,筆 者
も,マ ルクスの想定 した抽象 的社会主義 を何か完成 された社会主義 であるかのようにみな して,
これを基準に して,そ れか ら離れているとして,実 在 した社会主義 が社 会主義ではなかったとす
る立論 には疑問をもってい る。 まずfに,マ ル クスの社会主義論 なるものは,資 本主義 と原理
的 に対比 された社会主義の本質的特徴 をきわめて抽象的に示 した ものであって,あ るべ き社会主
義 を明示的に叙述 した ものではない(マ ルクス自身,将 来社会について触れることにはきわめて禁欲的で
あったことはよく知られている)。 しば しばマル クスの社会主義 は 「科学 的社会主義」 と呼 ばれ,と
もすればそ こで社会主義の科学的 ・体系的記述がなされているかのように見 られが ちであるが,
その 「科学性」 は,そ れが資本主義 の科 学的分析 か ら導かれた ものである という限 りでのみ言い
うることであって,社 会主義が科学的 に分析 されているわけではない。そ もそ も現実 に存在 して
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いない もの は科 学的分析 の対象 にはな りえない6。 それは,資 本主義 の原理の ネガ として示 され
た,い わば時間を超 えた規定であ り,そ れを もって現実の社会主義 を計測す る尺 度 とはな りえな
い ものである。
第二 に,社 会主義が現実 に出現 したのは,資 本 主義が中程度に しか,あ るいは不十分 に しか発
達 していなかった途上国においてであ り,先 進国における革命は今 にいたるも実現 していない。
つ まり良かれ悪 しかれ,社 会主義 は 「途上 国」型 として しか存在す ることはなかったのである。
これを実在 しない理想型 と対比 して,社 会主義ではない とす るのはナ ンセ ンスなこ とではないだ
ろ うか。マルクスが抽象 的 ・原理 的に示 した社会主義の本質的特徴 は,途 上国はおろか先進国で
す ら,一 挙 に全面 開花することがあ りえないことは当然 である。 たとえ社会主義 をめ ざす権力が
樹 立 されて も,一 定期 間(そ の長さは社会主義の前提条件の成熟度によって規定されよう)社 会主義以
前 の生産様式の諸特徴が社会主義 の特徴 の十全 な発現 を妨 げているとい う事態は十分にあ りうる
ことである。具体的 な客 観的 ・主体的諸条件 のなかで,こ うした事態か らしだい に脱却 し,「 社
会主義性」 を強めてい くことが,社 会主義の形成 ・発展 のプロセスである。 ソ連社会 主義 もそ う
した試みのひとこまであったのであ り,多 くの成果 を生み 出 しなが らも,な お強力 な世界資本主
義 の前 に社会主義の真価 を発揮す ることがで きず に自壊 したのであ る。 ソ連社会主義を,高 度 な
完成 された社会主義 として過大視 した誤 りは明 らかであるが,同 時 に,こ れ をたんに裏返 して,
こうした試み をすべて社会主義 とは無縁 な もの として否定す るので は,マ イナス面 をも含めてそ
こに蓄積 された人類の貴重 な経験 を無視す ることにな りかねない。
以上の考察か ら筆者が主張 したい ことは,「 マルクス の社会主義」 を絶対的尺度 として現実 を
裁 断 し,「不純 な」 ものが存在 するか らといって 「社会主義で はなか った」 と全否定するのでは
な く,む しろ実在 した社会主義に 「社会主義性」が どの くらいあったか とい うことを,資 本主義
の現実 とも対比 しなが ら実証的に検証す ることこそがな されなければな らない,と い うことであ
る。そ もそ も何 をもって 「社会主義性」 を計 るか とい うこと自体が大問題であるが,マ ルクスの
原理的 な規定 を踏 まえて,仮 にこれを,1)所 有 の社会化の もとでの社会 的生産の意識的 ・計画
的調整,2)労 働時間の短縮 を含む勤労者の高福祉 と分配の平等,3)労 働生活 ・社会生活の勤労
者 自身 による自主管理 とい う三点 で押 さえるとす れば,例 えばソ連 において,そ れぞれの指標 で
何が達成 され,何 が達成 され なかったか,達 成 されなかった原因はどこにあったのか,そ れは ど
の程度資本主義 を超 える ものであ り,超 え られなか った とすれば どこに問題があったか,と いっ
た ことが明 らか にされなければな らない。それは,言 い換 えれば,ソ 連社会主義 において現実 に
存在 した社会主義的要素 となお広範 に残存 した非社会 主義的要素 との相 関を具体的 に明 らかにす
る とい う課題である。
例 えば,所 有の社会化 と計画的管理につ いて言 えば,そ れがソ連が急激 な工業化 によって短期
間に自立的な再生産構造 を構築す ることを可能に し,他 の発展途上諸国の経済 自立の達成 にも大
きな影響 を与 えただけでな く,基 本的には半世紀以上にわたって景気変動 を経験す ることな く,
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それな りにバ ランスのとれた国民経済 を維持 して,戦 後の先進諸 国における経済計画化 に も寄与
したこ とは否定 しがたい事実である。 しか し同時に,実 際の生産の社会化水準 を無視 した国有化
と市場の全面 的排 除,官 僚 主義的集権的計画化が,効 率的経済運営 を妨 げ,内 発 的な技術革新 を
抑制 し,国 民の多様化するニーズの充足 を困難に し,勤 労者の経営主的イニ シアチ ブを損い,結
局,一 定の段階で,所 有形態 の多元化 と市場 メカニズ ムの導入が不可避 的になったこともまた事
実である。
勤労者 自身の 自主管理は,政 治にお ける民主主義 とともに,恐 らく実在社会主義の 「社会主義
性」が最 も微弱 な分野であったと言 えよう。 ソビエ ト政権初期の労働者統制か ら労働者管理への
移行が,客 観 的 ・主体的条件か ら挫折 して以来,国 家的管理が全面化 し,と くに工業化期 におけ
る農村か らの新参労働力の大量流入 を背景 にソビエ ト官僚制が確立する と,管 理 のヒエラルキー
的上層部は特権的カース トを形成す る一方,勤 労者大衆は管理の受動的な対象 と化 し,生 産手段
か ら事実上疎外 されて,個 人生活に逃避するようになった。 もちろん,国 民の勤労的連帯感や 自
己犠牲的精神が皆無であったわけではなく,と くにそれは第二次大戦中な ど非常時 において発揮
されたが,概 して一過的で 日常的な受動性 の陰 に隠れて しまっていた。
これに対 して,い わば社会主義の表看板 とされた社会保障や社会政策の面では,失 業 の解消,
労働時間の短縮,休 息や住宅の権利 の実質的保障,無 料 の教育や医療,高 齢者や障害者への社会
的保護 など,資 本 主義 によってはな しえない多 くの成果が見 られたことは事実であ り,こ れ らは
戦後資本主義の変容 にも一・定の影響 を及ぼ した。 同時 にそこには,本 稿 で も詳述す るように,さ
まざまな問題が あ り,経 済成長率の鈍化 と軍拡競争 の もとで,量 的 に も質 的に もしだ いに西側
「福祉 国家」 に凌駕 されるようになったこともまた周知である。
ソ連社 会主義の崩壊 後,旧 ソ連,あ るいは社会主義一般 に対 する清算主義的な風潮が強 まって
いるが,ソ 連社会主義の崩壊 によって も,上 記のような諸問題 について,ど の ような成果 と欠陥
があったかを実証 的に明 らかにする作業 の重要性 はい ささか も失 われてはい ない と思われる。こ
れ こそが,社 会主義建設の栄光 と恥辱の歴史の中か ら将来への教訓 を汲 み取 ることを目的 とする
「科学的社会主義論」 の本来的な研 究テーマであろう。
以上,申 村教授 の問題提起 に触発 された筆者の問題関心の一端 を述べ たが,こ こでは直接 これ
らについての考察 を行 う準備 はない。 この小稿で は,上 述の問題意識 に導かれつつ,や や別の角
度か ら,広 義の国民福祉 の問題に絞 って,社 会主義時代,体 制転換後 の過渡期,そ れに現在 を比
較 し,こ の分野でソ連社会主義は どの ような成果 を収め,ま た どの ような問題 を抱えていたか,
資本主義への転換 によって,何 が新たに獲得 され,ま た何が失 われたか,現 在行われている社会
保障 ・社会福祉制度 における新 自由主義 的改革はロシアの国民 をどこに導 こうとしているのか,
果た してそれ は成功の見込みがあるのか,と いった問題 を検討 してみたい。
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1.ソ 連 にお ける社 会政策 とパ ターナ リズム
周知 の ように,社 会主義の思想 を実現 した とされるソ連では,人 間による人 間の搾取が廃止 さ
れ,生 産 は利潤 のためではな く,生 産手段 を共有する勤労者 自身のニーズの充足 のため に,行 わ
れることになっていた。そのさい生産手段 の全人民 的所有は国家的所有の形 を とり,経 済運営 は
国家計画 にもとづ き党=国 家官僚の手で中央集権的 ・指令的に行われ,経 済的不平等 を引 き起 こ
す市場経済は行政的に排除 されていたこ とか ら,「 人々の増大す る物質 的 ・精神 的欲求の最 も完
全 な充足」は何 よ りも国家の責務 であ り,勤 労国民大衆 はそ うした福利の対象あるいは受動的 な
(選択の自由のない)受 益者であった。 「国家は,市 民がそれぞれの創造力,能 力 および天分 を活か
し,人 格 を全面的 に発展 させ る現実 の可能性 を拡大 する ことを 自らの 目的 と」 した(ソ 連邦憲法
第20条)。 この意味で,国 有企業 を含 めて国家以外 には社会政策の主体 の存在 を認 めなか った ソ
連では,社 会政策はす ぐれてパ ターナリスティックな性格 を帯びていた7。
ここでは,「 働か ざる者,食 うべか らず」(一 切の不労所得の禁止)の 原則 の もと,国 家 は全社 会
成員 に,最 低 賃金 を下 回 らない労働 支払 いを ともな う労働 の権利 を実 質的 に保 障 し(失 業の消
滅),労 働 に応 じた分配の原則 に応 じて労働 と消費の尺度に対す る統制 を行 い(賃 金の決定),実 質
所得 の一貫 した増大や,精 神労働 と肉体労働,工 業労働 と農業労働等 にお ける差異の解消,労 働
時間の短縮 や労働条件の改善 に努 めるもの とされた。
社会主義社会 において労働 に応 じた分配の欠陥を補 うもの として,共 同的消費 をまかない,労
働不能者 を扶養する 目的で社会的消費 フォン ドがつ くられた。これによって,前 者では,無 料 の
教育や無料 の医療サ ービスの提供(教 育権や健康維持の権利の保障),公 共住宅の配分(住 宅取得権の
保障),特 恵的低料金 での公益サー ビスや休息 ・文化 施設 の利用(休 息権や文化的成果の享受権の保
障)な どがな され,後 者 では,老 齢 ・疾病 ・労働能力 喪失の さいの年金 ・手 当の支給 や,高 齢
者 ・身障者な どへ の特典 の供与が なされた(労 働権の保障と相侯っての最低生活権の保障)。 これ ら
は,一 ・部,上 乗せ 的に企業の社会的消費 フォン ドか ら賄 われる もの を除 き,基 本的には国家予算
か ら支出 された。
稼得 された所得が支出 され る国民の消費生活 の分野に も国家が関与 した。国家は消費物資の生
産を計画的に決定 し,そ の価格 を定めた。国民所得中の蓄積 の割合 を高め,社 会的消費 フォン ド
を賄 うために,賃 金 は相対的 に低 く設定 されたが,そ のためには基礎 的食料 品の価格 を低 く定 め
なければな らず,こ れ を上回 る生産者価格 との差額は財政 によって補填 された。子 ども用品や消
費を奨励すべ き文化用 品などの価格は低 く,贅 沢品の価格 は高 く設定 された。
もとよ り,こ うした国家パ ターナ リズムの実際の発現 は,多 くの具体 的 な事情 に依存 して い
た。賃金 と社会 的消 費 フォン ド,個 人所得 と消費財やサー ビスの供給,労 働生産性 の上昇 と賃金
引 き上 げなどの相関の決定,そ れ に住民の年齢構 成 ・社会構成の変化,都 市化や高学歴化,所 得
水準の向上 にともなう消費構造の変化 な どへ の対応が,常 に,社 会部面 における国家の重要な政
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策課題 となった。何 よ りも,経 済成長率が しだいに低下傾 向を示す なかで,軍 拡競争下 で増大す
る軍事費や,外 延的成長に即応 した不効率 な経済メカニズムの もとで肥大化す る国民経済費 と,
広義の国民福祉予算(社 会文化施策費)と の関係 は緊張 を孕 んだもの とならざるをえなかった。
しか し,概 して70～80年 代 を通 じて,ほ ぼ安定 した価格水準の もとで,労 働者の賃金は不 断
に増大 し(1970～80年 に1.38倍,80～90年 に1.62倍),コ ルホーズ員 の労働 報酬 も引 き上 げ られ,
国民 の賃金 ・所得格差 は縮小 した(上 下10%間 の賃金格差は56年 の4.44倍 から80年 代末には3倍 に縮
小)。 社 会的消費 フ ォン ドか らの給付 や特 典供 与が増 え(1970年 に640億 ルーブリ,80年 に1170億
ルーブリ,89年 に1870億 ルーブリ〉,労 働者 の家計収入 を40%以 上補 った。 と くに,コ ルホーズ員
を含 めて年金制度の改善や年金額の引 き上 げが な され(90年 に平均年金額は平均賃金の46%),基 本
的に国民の老後の生活が保 障された。食料 品の消費構造 も高度化 し(1人 当たり食肉消費量は,80～
90年 に58キ ロから67キ ロに,ミ ルク消費量は3ユ4キロから358キ ロに増大),健 康状態 も改善 され(1000
人当たり乳児死亡率は80年 の23.3人 から90年 には21.8人 に低下),医 療 サー ビス の向上 と相侯 って,
平均寿命 も79-80年 の67.7歳 か ら80年 代後半には69.5歳 に伸 びた。一般 にブレジネフ期 は停
滞の時代 とされるが,少 な くとも表面上はこの間に国民生活が大幅 に改善 されたことも事実であ
る8。
このようにソ連社会主義における社会政策のパ ターナ リステ ィック ・モ デルは,完 全就業,物
価の安定,賃 金 ・年金 ・各種手当の確実な引 き上げ等 により,国 民が将来 に確信 をもてる状態を
つ くりだ し,無 料 の教育 ・医療 の提供や老齢者 ・身障者 な ど社会 的弱者への特典供与を通 じて社
会成員の一定の平等化 を達成す るとともに,宇 宙 開発 を始め とす る先進 的な科学技術 に見 られる
ように,民 族の知的潜在力 の発現 に寄与 した。革命直後 か ら一貫 して実施 されて きた ソビエ ト政
権 のこう した優 先的な社会施策は,西 側諸 国における福祉 国家 ・社会国家の形成 にも一定の影響
を及 ぼ した。
しか し,そ れに もかかわ らず,こ のモデルはさまざまな欠 陥を内蔵 していた。国家(国 有企業
を含む)は 社会政策の独 占的な主体 であ り,代 替的な主体(非 国家的な福祉サービス施設,任 意保険制
度などの自助メカニズム,自 主的な労働組合や消費者団体など)は 存在 していなか ったが,そ の結果,
国家 は,社 会だけでな く個人の生活機能にまで全責任 を負 うことにな り,こ れは一方で,社 会部
面の組織化 における官僚 主義化 ・不効率化 を招 き,他 方で,あ らゆる社会問題の解決を国家に求
める国民の受動性 ・依存性 を規定 した。国家予算が社会施策の事実上唯一の融資源泉であったた
め,冷 戦下で安全保障 を最優 先す る指導部の意思や官僚機構 内の力関係 によって国民の福利の規
模や質が決定 されることにな り,「声 の大 きい」軍事部 門や重工業部 門に押 され て,社 会部面 に
は悪名高い 「残余原則」が適用 された。資源が常 に優先部門に集 中されることか ら,消 費財生産
は慢性 的に立ち遅 れ,消 費市場 における需給関係 は常に緊張 した状態におかれた。一定の消費水
準 を達成 したソ連 国民は,最 新 の流行品や高品質の製品を求めたが,国 家 はそれに十分応えるこ
とがで きなか った。ニーズの高い商品 を求める行列が長 くな り,こ こか ら,横 流 し,汚 職,ヤ ミ
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商売 といった悪徳 も必然的に生 じた。 と くにペ レス トロイカ末期 に現れた,経 済 の制御可能性 の
喪失 の結果生 じた過剰購買力の急増 は,猛 烈 な物不足(隠 れたインフレ)を 引 き起 こし,ソ ビエ ト
政権崩壊 の直接の引 き金 となった。
社会的消費 フォン ドの状態 も政府の宣伝 とは相違 した ものであった。 国家は無料の医療 を維持
した ものの,医 療への国家支出が少 ない ことか ら最新 の医療設備や医師の給与 を十分手当するこ
とがで きず,少 しでも良質な医療サー ビス を受けるためにはヤ ミの支出が必要 とされた。普通教
育学校 で も,地 域 によっては二部制授業が残 っていた。人口の高齢化 による年金受給者の増大 に
ともない年金財政 もしだいに逼迫 した し,特 典供与 はさまざまな功労者 にその対象が広 げられ,
膨大 なものに膨 れ上がった。 と くに立ち遅れていたのは住宅建設で,公 共住 宅の入手 ・改善 を望
む者の数は供給量 を大幅に上回 り,待 機期 間がいっそ う長期化 した。低廉 な住宅 ・公益サー ビス
を維持するための補助金,ま た直接社会的消費 フォンドで はないが,安 い食料 品価格 を維持す る
ための価格差補給金 も財政 を圧迫 した。 これに対 して政府はサービス料金や食料品価格の引 き上
げには踏み切れなかった。 インフ レなき経済が宣伝 されていたためで もあるが,何 よりもそのた
めには工業化期 以来の蓄積 メカニズム と連動 した賃金水準の大幅 な引 き上げが不可避 となるため
であった。
この ように国民 の福利 の向上 の責任 をすべて背負った国家は,ま さにそれによって国民生活水
準 が高 まったが ゆえに,い っそ う豊かな消費,い っそ う完全 な福祉 を求め る声 が強 まる につれ
て,限 られた資金でそれに応 えることが ます ます困難になった。 こうした意味での 「福祉 国家の
危機」 は,そ れが全般的パ ターナ リズムにもとついていたがゆえに,よ りいっそ う深刻であった
と言 える。国民 が国家統治の主体 として資源配分の決定 に参加 し,ま た一定程度 自主的 に福利の
充足 をはか るメ カニズムを欠いていたため,社 会部面の危機はその まま体制 の危機 に直結 しかね
なか ったか らである。
さ らに,労 働 の面で も問題があった。人間生活 にとって意に反 して労働の場 を奪 われることは
最大の不幸であ り,そ の意味では,す べての国民 に労働の場 を保障す ることが国家 の責務 とされ
たソ連社会主義が,完 全雇用 を標榜する西側福祉国家 の先 を進 んでいたことは事実である。 しか
し,指 令的 ・計画的生産 と個人 の職業選択の 自由 とをどの ように両立 させ うるのか(か ってソ連
の経済学界では,労 働力は社会的所有に属するか,個 人的所有の対象であるかをめぐって論争が行われたこと
がある),技 術革新 の進展 や生産構造の変化 に即応 した労働力の配分 を どの ように確保す るか(労
働力の予備をもたない資源制約的経済のもとでは,新 部門の創設や技術変化への臨機応変の対応が困難にな
る),教 育制度=人 材養成 システムを社会変化 に対応 した ものに どのように改編するか,と い っ
た問題 は常 に解 決 を要 する重要問題であ った。 また就業 の保 障 は事実上 の 「終身雇用」 を意味
し,ぬ るま湯的な労働態度や労働規律 の弛緩 につながった。 さらに,集 権 的管理の もとで生産 リ
ズムが一定 しないことか ら,企 業 は繁忙期 に備 えて人員 を余分 に確保 しなければならず,労 働力
の不効率利用が避 けられなかった。
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労働 に応 じた分配の原則の適用 に当たって も多 くの問題があ り,実 際の労働結果 を反映すべ き
こ とが しば しば指摘 されなが らも,事 実上の均等賃金 とな り,労 働へ の物 質的刺激 は微弱な もの
に とどまった。 同時に,高 学歴化 によって単純作業に携わる肉体労働者が不足する と,そ の賃金
が大幅に引 き上 げ られ,場 合 によっては技 師の賃金を上回る事態にさえなった。女性の職場進出
に応 じて,母 性 に対す る手厚 い保護iがなされ,保 育所等の施設 も整備 されたが,男 性 を含 めて賃
金水準が低 く,家 族を養 うために共働 きを余儀 な くされ るという側面 もあ り,も っぱ ら家事労働
を背負 わされた女性 の負担は重かった。 また,公 式 の賃率表 の上では賃金格差の縮小がはか られ
なが ら,そ の陰で はノメ ンクラ トゥ0ラ と呼ばれ る支配エ リー トにはさまざまな特典が与え られ
ていた。彼 らだけが利用で きる特 別の商店,診 療所,保 養施設等があ り,一 般国民 とは異 なる消
費生活 を享受す ることがで きた。
この ような ソ連社会主義が なぜ崩壊す るに至 ったか は,中 村 平八教授 の労作 に詳 しい。それ
は,企 業や国家経済の管理者 として特権 を享受 して きた党 ・国家 の支配エ リー トが,官 僚 として
の特権 をはるかに上回る莫大 な資産を安定的 に我 が物 とす るため に行 った(そ の機会は,ペ レスト
ロイカ期における集権的計画管理システムの突然の解消としかるべき規制をともなわない放縦な市場の出現,
物不足による隠れたインフレの激化,最 初期の無統制な国有資産の民営化などによって生み出された)「上 か
らの革命」であったが9,上 述の ような国家パ ターナ リズムの もとでの大衆 の受動性 が この過程
にも影響 を与 えた。
西側 の事情 に接す る機会 のあったイ ンテ リは,西 側 に比べての 自 らの低賃金 や貧 しい消費生
活,低 い社会 的地位 に不 満 を強めていた。そ してその一・部は上記 の支配エ リー トの若 く活動的な
部分 とともに 「資本主義支持派」 を形成することになるが,し か し大多数の国民 は,も っぱ ら,
これ まで国家 によって保 障 されて きた物質的福利 の量 と質がい くぶんな りとも改善 されることだ
けを望んでいた。長 い間,国 家か ら恩恵的に与え られる福利の受動的 な受益者であ り,あ らゆる
自主 的な活動 を封 じられていた勤労大衆は,資 本主義に向かお うとす る支配エ リー トに代わって
自らの手に福利の主体 を取 り戻す といったことは思い もよらないことであ り,逆 に時流 に乗 って
西側 的な生活水準 を約束する新 しいポ ピュ リス ト政治家 に素朴 な期待 を寄せ ることになった。彼
らは これ らの新 しい勢 力 に主導 された資本主義への転換 が,実 際 には社 会主義 の もとで可能 と
なった生活の一応 の安定 や将来の予見可能性 を奪 うものであ ることには思い至 らなかった。社会
主義エ リー トか ら転身 したポピュ リス ト政治家 は,そ のこともあって資本主義への転換 の旗印を
明確 にせず,も っぱら民主化 ・市場経済化のスロー ガンを掲 げて勤労大衆 を欺 いた。 しか しその
真の結果を,勤 労国民大衆 は転換後の実生活のなかで否応 なく味わわ され ることになる。
2.体 制転換後ロシアにおける社会国家 理念 と現実
親西 欧のイ ンテリやジャーナ リス ト,国 有企業管理者層,国 家機関 とコネを もった活動的なコ
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ムソモール員,協 同組合員か ら急成長 した私 的企業家,ヤ ミ商人や犯罪分子 な どの 「資本 主義支
持派」 に支 え られ,IMFや 西側資本 に支持 された,転 身 したかつて の党 ・国家エ リー トは,政
権 につ くと同時 にショック療法 と言われる急進的 ・新 自由主義的経済改革に着手する。高度の独
占構造や国際競争力の実態な どを無視 した価格 ・商業取引 ・貿易 ・為替の一挙 自由化,膨 大 な国
有資産 を二束三文で支配エ リー トやこれと結 び付 いたさまざまな新興成 り金 の手に引 き渡 した急
激 な民営化,実 体経済 を無視 してイ ンフレ抑制 だけ を最優先 させ,産 業政策を放棄 して生産活動
をほ とんど停止状態に追い込んだ 「マクロ安定化政策」がそれである。その結果,経 済 は長期 に
わたって減退 し,目 的 とされた効率的所有者 は出現せず,債 務相殺やバー ター取引の増大 といっ
た非市場的現象が普及 し,国 民大衆 の貧困化が進み,財 政破綻か ら未曾有 の金融危機 に見舞 われ
ることになったことは周知である10。しか し経済改革 を急 いだ政府 は,国 民生活 にかか わる社 会
部面 については改革を先延ば しした。新政権への支持 を取 り付け るためには,国 民 にとって最 も
影響 の大 きい この部面での新 自由主義 的改革を早急 に行 うことは得策ではなか ったのである。む
しろ,こ れ までのように国家 に期待す る国民 のメンタリテ ィーに迎合 し,社 会主義時代 に実現 さ
れた国民生活の一定の安定 と平等 に依拠 して時 間稼 ぎを しなが ら,そ の間に急=進的経済改革 を実
施 しようとした とも言 えよう。 したが って,一 定期 間,経 済部面での新 自由主義モデル と,本 来
これ と矛盾 する社会部面 における社会 国家 モデル(た だし後述のように,実 際にはそれは完全に骨抜 き
にされたが)と の特異 な共存が出現す ることになった。
民主 的な選挙で選ばれた議員が立てこもる議事堂 を大統領指揮 下の軍隊が砲撃するとい う前代
未聞の事件 の直後 に,解 散 された議会 に代 わって国民投票 という異例の方法で制定されたロシア
連邦憲法 は11,ソ 連憲法が依拠 した社会主義的原則 を廃 棄 し,新 た に私有 や営業 の 自由を始め と
す る個 人の権利や市民的 自由の承認,三 権分立や多党制 にもとつ く議会制度や国家 イデオロギー
の強制 の禁止な ど民主主義的諸制度の創出 を謳 っていた。それ とともに,憲 法第7条 は,ロ シァ
が 「社会国家」であ り,国 家 は 「その政策によ り人の尊厳 ある生存お よび 自由な発達 を保護す る
条件 の整備 をめ ざす」 と宣言 し,「 人 々の労働 と健康 とを保 護 し,最 低 賃金 の基準 を定 め,家
族,母 性,父 子 関係 お よび子 ども,障 害者および高齢者 に対す る国家扶助 を保障 し,社 会 的サー
ビスの制度 を発展 させ,国 家年金,手 当その他の社会的保護 を保障す る」 と,前 項 の宣言に もと
つ く国家の責務 を挙 げている。つ ま りここでは,新 たに資本主義的市場経済 と民主的法治国家 に
立脚 して,社 会政策の西欧的な社 会国家モデルを実現す ることが宣言 されていたのであ る。
このこ とは第2章 の 「人 と市民の権利お よび自由」 における社 会権の規定 にも現 れている。 も
ちろん,こ こではソ連憲法の もとでは認め られていて,新 憲法では削除 された ものがあ る。それ
は何 よ りもまず労働 の権利(お よび義務)で あ る。今やそ こにあ るのは,労 働 しない 自由 ととも
に 「仕事 を自由に選択す る権利」であ り(第37条),「 仕事 を得 る権利」で はない(た だし,こ れに
対応 して 「失業から保護される権利」が新たに規定された)。 また住宅 に対す る権 利 もかつ ての ように
「住宅 を取得す る権 利」で はな く,「 恣意に より住居 を奪 われ ない」(第40条)と い う権利 であ る
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(ただし,財 産の少ない市民には低料金で公共住宅を提供するとしている)。 しか しこうした但 し書 きの ほ
かに も,「 母性お よび子 ども,家 族は,国 家 の保 護の もとにおかれ る」(第38条)こ とになってい
た し,「老齢,疾 病,障 害,労 働能力 の喪失,扶 養者 の死 亡 の場 合 お よび子 ど もの扶 養 のため
に……社会保障 を受 ける」(第39条)こ とがで き,健 康維持 と医療に対す る権 利は,「 国家お よび
地方 自治体 の保健施設における医療 は,そ れぞれの予算,保 険料,そ の他の収入 により,市 民 に
対 して無料 でこれ を行 う」(第41条)と い う形で保障 されていた。 また教 育に対す る権利 につい
ては,「 国家 または地方 自治体 の教育施設お よび企業 にお ける就 学前教育,初 等普通教育お よび
中等職業教育 は,誰 で も入学で き,か つ無償に よるもの として,こ れを保護す る」 とされ,こ れ
らにお ける高等 教育 も 「選抜 に よ り,無 償 で受 ける こ とが で きる」(第43条)こ とに なってい
た。 この ように憲法上では,ソ 連時代 とは異なった形 においてではあるが,基 本的に国家 が国民
の社会権 を保障べ きことが定め られていた。 しか し,こ うした規定が宣言 どお りに実行 されたか
といえば,そ れはまった く別の問題であった。
まず,予 算の中に組み込 まれていた国家年金 ・社会保険基金 は予算外基金 に移 され,新 たな予
算外基金 として医療保 険基金 と雇用保 険基金 もつ くられ,そ れ らは保 険原則 に もとづ き,基 本的
に国家予算で はな く,賃 金総額 に応 じて企業 か ら徴収 される保 険料 で まか なわれ る ことにな っ
た。 しか し,長 期不況に ともなって,失 業の増大や企業財務の悪化 か ら,原 資 となる賃金額が実
質的に減少 した上 に,「 隠れた賃金」の支給(保 険料がかかる正規の賃金を意図的に低 くして,労 働者に
は差額を別個に支払う)な ど保険料逃れ によって未納額が増大 し,保 険財政はたち まち破綻の危機
に瀕す るこ とになった。 その上政府は,至 上命令 とされた財政引 き締 めのために,軍 人や労働不
能者のための非保険的年金への予算支出を削減 し,行 政当局が負担 すべ き労働不 能者の医療保険
料 の納付 を怠った。 また激 しいイ ンフレの なかで手当の額 を長期間据 え置 くな ど社会保険の給付
内容 を実質的に切 り下げ,疾 病予防な ど国家予算か らの保健 関連支出をも大幅 に削減 した。
傷疲軍人や功労者な ど特定のカテゴリーの住民 に対す る現物 による特典供与 も維持 され,政 権
へ の国民の支持 を得 るためにかえってその対象者の範 囲の拡大す らなされたが,そ れを賄 う予算
が欠乏 していたため,多 くが未履行のままにとどま り,法 律上受給 資格のある者 に対する政府の
債務が膨れ上がることになった。無料 の教育 も形式的には維持 されたが,実 際 には,大 学等 には
財政資金が十分手当 されず,教 員の給与 は引 き下げ られ,有 料 クラスの設置や施設 の賃貸 な どの
生 き残 り策 を余儀 な くされた。連邦政府の財政赤字 を減 らすために,児 童手 当の支給 を始 め,教
育や文化への支 出,住 宅 ・公益サー ビスへの補助金の給付 や多 くの特典供与が地方政府の権限 に
移譲 されたが,地 方財政 もまた中央財政 に輪 をかけて苦 しく,児 童手 当の支給 は滞 り,普 通教育
学校で もさまざまな名 目で家庭か ら金が徴収 された。地方 自治体は就学前施設 を維持する ことが
で きず,そ の数 も園児数 も激減 した。
雇用の面では,体 制転換 に ともなう私企業 の形成や国有企業の民営化 によって,国 家は基本的
にかつ ての労働関係 の主体 か ら,労 働市場 の規制者=労 使 関係の調整者 に転化 し,労 働者 ・雇用
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主 ・政府 の三者 によるパー トナーシ ップ関係が形成 される もの とされた。新 た に失業が法認 さ
れ,賃 金は基本的に労働市場 を介 して労使 間で決定 されることにな り,労 働者 にはス トライキ権
が認め られ た。社 会国家 を標榜 す る政府 は,「 失業か らの保 護」の ため に,国 家 雇用局 を創 設
し,職 業斡旋 ・職業訓練 や失業保 険の制度をつ くった。 しか し届 け出が繁雑 な割 に斡旋 の可能性
は低 く,失 業保険給付額 も名 目的な ものにす ぎなかったため,雇 用局 に登録 された失業者 は,事
実上 の失業者の3割 以下にす ぎなかった。 また何年 も固定 された ままの最低賃金 は最低生活費を
大幅に下 回 り,こ れが,事 実上雇用 主に よって一方的 に決定 され る賃金 に とっての重石 となっ
た。平均賃金 は,消 費内容 をソ連時代 の半分以下に切 り下 げて定め られた公式の最低生活費(貧
困ライン)を 辛 じて上回 る程 度の低 さであったが,そ れす ら定期的 に支払 われず,労 働者 に対す
る企業の未払い債務が累積 し,あ るいは不 当な現物支給が行われて彼 らの生活 を破壊 した。 しか
も民 間の賃金未払 い拡 大 を先導 したのは,監 督者 であるべ き政府 自身であ り,財 政赤字 を理 由
に,公 務員賃金の遅配が恒常的に行われた。 ソ連時代 の労働法が事実上効力停止 とされなが ら,
す ぐにこれに代わる新 しい労働法が制定 されない とい う状況の もとで,と くに労働組合 も団体協
約 も存在 しない新設の中小の私企業では,雇 用 主の専横が まか り通 ってお り,労 働者は低賃金 と
苛酷 な労働条件 を強い られることになった。
このように労働面で も社会国家 はまった くの形骸 と化 したが,辛 うじてそ こでの破綻 を押 し止
どめていたの は,や は り一つは社会主義時代 の遺産であった。 当時の国有企業 においては労働者
と企業長 との関係 は敵対 的な賃労働関係 ではな く,執 行者 と管理者 との関係であ り,両 者は 「同
じ釜の飯 を食 う」仲間であったが,企 業が民間の手 に移 った後 も,本 質的 には賃労働者 と雇用主
の関係に変 わったにもかかわ らず,横 滑 りした同 じ経営陣 と労働者 との問で しば らくはこの関係
が維持 された。雇用主は市場 経済化の もとで リス トラの必要に迫 られなが らも,従 来の労働慣行
か ら解雇に踏み切 ることがで きなかった。その代 わ りに企業 に籍 を残 した ままでの強制的無給休
暇,短 縮 された労働 日が広 く用 い られた(r隠 れた失業」)。
労働者側 もまたこうした企業に簡単に見切 りをつ けず,就 業維持のため に賃金引 き下 げに も応
じたのは,や は り社会主義時代か ら続 いていた企業の社会的消費 フォン ドを当てに していたか ら
であった。かつて企業は労働者のために,住 宅 を供給 し,保 育所や保養所 を経営 し,年 金や各種
の手当に上乗せ を行い,一 般には手 に入 りに くい商品を販売 し,一 時的困窮者への支援 も行って
いた。 こうした企業内福祉 を直ちには国家や地方 自治体が代替で きない以上,労 働者 は企業 か ら
離れ るわけにはいかなか った。ロシア企業のこ うした行動は,し ば しば市場経済に適応 しない非
合理的な もの として非難 されるが,し か し,そ のおかげで,生 産が半減 し,不 況が長期化 したに
もかかわ らず,失 業率 は最大 で も12～13%程 度 にと どまって,社 会的爆発 を回避す ることがで
きたのである。
危機 を回避 しえた もう一つの要因は,国 民の 自衛措置,す なわち生 き残 り戦術であった。この
点で は,新 政権が まず実施 した 自由化措置が,ヤ ミ商売 を含 む国民のあ らゆる自主的な経済活動
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を活気づ けたこ とは確かであ り,個 人副業経営や個人労働活動 など,も ともとソ連時代か ら存在
していた個人的な稼得形態 もフルに活用 されて,国 民の大 幅に減少 した収入 を補 った。無給休暇
を言い渡 された労働者 はインフォーマル ・セクターでのアルバ イ トや個 人菜園での労働に精 を出
した。いず れにせ よ,以 上 に見 たよ うに,憲 法 に掲げ られた社 会 国家 の理 念 は看板倒 れに終 わ
り,実 際 には,財 政難か ら,国 家は憲法で定 め られた国民 に対する 自らの責務 を放棄 し,そ れに
代わって,生 き残 りのために,自 給 自足や住民間の相互扶助 といった福祉 の最 も原始的な充足 の
形態が広がるこ とになった。
急進経済改革 に適合的 な社会政策の新 自由主義的モデル を実施 する条件(経 済の一定の安定にも
とつく所得の増大,代 替的な福祉施設を始めとする市場インフラの成立,自 助を担うことのできる中流階級の
形成など)は まだ存在せ ず,さ りとて社会 国家 モデルを実施する財政 的基盤 を欠いていた ロシア
では,シ ョック療法 による市場経済化が推 し進め られ るなか,い わば社会政策の事実上の不在 の
状態が続 き,ロ シアの勤労 国民大衆 の経済的 ・社会的状態 は確実 に低下 した12。
激 しいイ ンフレ と長期不況 のあお りを受けて,何 よりもまず,勤 労者の所得 は大 幅 に低 下 し
た。住民所 得中の賃金 の割合 は,1992～99年 に73.6%か ら65.4%に 下が り,企 業活動か らの
所得や所有か らの所得 の割合が増 えたが,も ちろんこれ らの所得源泉 は勤労大衆 にとっては無縁
な ものであった。GDP中 の賃金 の割合 は1990年 の49%か ら,2000年 には40.2%(約11%の 隠
れた賃金を含む)に 下が った。物価 を考慮 した月平均実質計算賃金(隠 れた賃金や遅配分などを除く)
指数 は,1990年 を100と して,99年 には35に まで落 ち込んだ。単純 に ドル換算 した賃金月額 は
92年 にはわずか22ド ルであ り,99年 にも62ド ルにす ぎなかった。最低 賃金は長期 間据 え置か
れ,も はや賃金 は,高 能率の労働 を刺激 し,労 働力 の再生産 を保 障 し,労 働 の尊厳 を支 える と
いった,そ の本来の経済 的 ・社会的機能 を果たす ことがで きな くなった。
最低生活費 に対す る計算賃金 の比率は,92年 では2.81倍 で あったの に対 し,99年 には1.52
倍 とな り,労 働者 はぎ りぎりの最低 生活 を余儀 な くされた。1人 当た り所得 が最低生活費 を下回
る人口の割合 は,92年 には全人 ロの3分 の1に 達 し,そ の後やや減 ったが,2000年 で も29%を
占めていた。賃金 は部 門間で大 きな開 きがあ り,例 えば90年 に全産業を100と して95で あった
農業での賃金は99年 には41に 下が り,も ともと67と 低か った教育では,こ の間に さらに58に
下がった(一 方,90年 に135で あった金融 ・保険では231に 増大)。
人口の高齢化 にともない,年 金受給者の数 も増 えたが,年 金額の引 き上げはやは り物価上昇か
ら大幅 に立 ち遅 れ た。年 金生活者 の公 表最低 生活費 に対す る平均 裁定年 金額(補 償金を含む)
は,99年 には70.2%に まで下が り,最 低生活 をも営 めない状態 に置かれた。平均賃金 に対 す る
平均 年金の割合 も,90年 の33.7%か ら,99年 には31.2%ま で下が った。年金 は事実上老齢手
当 と変 わらないもの となった。
また,1993～99年 の政府制定の各種 の最低保証額 と最低 生活費 との相関 を見 る と,最 低賃金
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は39%か ら10%に,国 家公 務員最低給 は41%か ら10%に,最 低 老齢年金 は補 償金 を含 めて
63%か ら42%に,重 度 身障者 の最低 年金 と子持 ちの重度障害者 の社 会年金(補 償金を除 く)は
105%か ら30%に,国 立大学の学生へ の奨学金の最低額 は39%か ら19%に,そ れぞ れ大 幅 に
下がっている。 この間,政 府 は国民 の最低生活の保証 にほ とんど意 を用 いなかったことが窺われ
る。
所得の減少の もとで,家 計の支出構 造 も変化 し,食 費の割合 が増大 した。すなわち家計消費支
出を100と す る食費の割合 は,93年 の43.5%か ら99年 には52%に な り,衣 類や家具 などの非
食料 品の割合 は42.4%か ら30.8%に 下が った。食費の割合 は低所 得層で とくに高 く,10段 階
区分での最低層で は61%を 超 えていた。そう した も とで,家 族1人 当た りの食料消費量 も変化
し,90～99年 に,年 間の肉 の消費量 は70キ ロか ら47キ ロに,ミ ルク ・乳 製品の消費 は378キ
ロか らユ99キ ロに減少 した。同 じ時期 に1人1日 当た りのタ ンパ ク質摂取量 は74グ ラムか ら61
グラムに減 り,総 熱量は2590キ ロカロリーか ら2352キ ロカロ リー に減少 した。
栄養状態 の悪化の ほかに,医 療面での困難 も重 なって,国 民 の健康状態が急激 に悪化 した。90
～99年 に
,病 院の数 は1万2800か ら1万900に 減 り,人 口1万 人当た りのベ ッド数は137.5床
か ら115.5床 に減少 した。結核 のほか,ポ リオ,ジ フテ リアな どソ連時代 にすでにな くなってい
たはずの疾患 も復活 した。1万 人当た りの登録 身障者の数は29.3人 か ら71.2人 に増 え,と くに
16歳 未満の障害児の数 は子 ども1万 人当 た り43.1人 か ら実 に203.8人 に激増 した。貧血症 の妊
婦 の割合 は12.1%か ら41.3%に,未 熟 児の割合 は5.7%か ら6.7%に 増大 した。18歳 未 満の
子 どもで健康 な者 は全体の3割 にす ぎなか った。
経済困難 と上記の ような医療 の荒廃が重 なって,出 生率の減少 と死亡率の増大が生 じ,人 口の
大幅 な 自然減少が引 き起 こされた。90年 には1000人 当た りの出生数 は13.4人 で,死 亡数11.2
人を上 回っていたが,体 制転換の92年 か ら両者 の関係 は逆転 し,99年 には8.3人 と14.7人 と
な り,年 間の 自然減少数 は93万 人に達 した。89年 に2.01で あった合計特殊 出生率 は,99年 に
は1.17に まで低下 した。 ロシアで は少子化 は平均寿命 の短 縮 をと もない,2000年 の平均寿 命
は,男 性65.3歳,女 性59歳,全 体 で72.2歳 と世界で も異例の短命 さであった。
住宅の民営化 によって,公 共住宅の居住者 は基本的に無償 でそれ を自分の もの にす ることがで
きたが,そ の代 わ り修理代 は自己負担 とな り,家 賃 ・公共料金 も急激 に値上が りした。基本的 に
住宅 は分配 される ものか ら市場 で取得 されるものとなったが,個 人住宅 をも含めた年 間の新規住
宅引 き渡 し件 数は90年 代 に半減 し,住 宅価格 は急激 に上昇 して,住 宅難 はいっそ う深刻 になっ
た。公共住宅の居住者で住 宅条件 の改善 を待つ世帯 の数 は90年 に996万 世帯,そ の うち順番で
望みがかなった世帯数は129.6万 世帯(14%)で あったのに対 し,99年 には見 込みが ないことか
ら申請 者が大幅 に減 ったに もかか わ らず,希 望がか なえ られたの はそ のわず か5%に す ぎな
か った。
事 実上保護 を失った国民の所得や生活水準 の低 下は以上の諸指標 か らも明 らかであ り,急 進的
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市場改革 はこうした多大な社会的 コス トをともなって強行 された。改革によって利益 を得た者は
せいぜい住民の5分 の1程 度 と言われ,残 りの8割 の住民 には さまざまな災厄が降 りかかった。
実体経済 を無視 し,移 行期 にお ける国家の規制的役割 を否定 した新 自由主義的改革路線 の総決算
となったのが1998年 金融危機で あ り,輸 入 品を始め とす る急激 な物価上昇,資 産の 目減 り,賃
金未払いの増大な ど,そ れ まで にい くらか改善の兆 しが見 え始めていた国民生活 は再び大打撃を
受けた。 しか しデ フォル ト宣言後,ロ シア経済は ようや く回復軌道 に乗 ることになる。改革 を主
導 したIMFに 対す る内外 の批判 が高ま り,エ リツ ィン人気が凋 落す るなか,実 体経 済 と内需 を
重視す るプ リマ コフ首相が一時的なが ら経済政策の主導権 を握 り,賃 金 ・年金の未払いの解消や
引 き上げ を行い,ま たルーブリの大幅下落で息 を吹 き返 した国内産業が輸入品 を駆逐 して国内市
場 に登場するようになった。労働者が職場 に戻 り,遊 休設備が稼働 し始め るな ど,ま だ底の浅 い
ものであった とはいえ,好 循環の兆 しが現れた。これに拍車 をかけたのは,石 油,天 然 ガス,鉄
鋼,非 鉄金属 などロシアの主要輸 出品の世界価格の上昇 であった。 これは,大 衆の貧困化に もと
ついて国内市場が狭隙化 し,し だいにルーブリ安の効果が薄れYむ しろルーブ リ高 となってふた
たび輸入が増 え始めた なかで,ロ シア経済の回復の主導 因となった。
輸 出指向の原燃料資本 があげる高利潤 のかな りの部分 は海外 に流出 し,そ れが国家 の産業政策
を介 して国内製造業 との有機i的連 関を強め るとい う方向には向かわ なか ったが,そ れで も2000
年以来,経 済成長が持続 し,財 政黒字が増大 し,金 外貨準備 は大幅に積み増 しされ,民 間企業の
成長 を含 めて市場経済の諸制度 もそれな りに整備 されたことは確かである。 しか しそこに出現 し
たのは,原 燃料 部門を基盤 とする一握 りの オリガル ビと,貧 困に打 ちひ しがれた大多数の勤労国
民大衆 とか ら成る,未 曾有の二極化 された社会 であった。
10段 階区分 での最富裕層 と最貧困層 との所得格差 は,公 式統計で も,99年 以来14倍 を超 えて
お り(92年 には8倍),5段 階(20%)区 分 で の最低 所得 層 がL所 得 に占め る割合 は,2003年 に
5.6%,こ れ に対 して最 高所 得 層 の割 合 は46.1%に 達 した。 ジニ係 数 は,92年 の0.289か
ら,99年 に0.400と な り,03年 も変わっていない。 さらに貯蓄高 を見れば,2%の 最富裕層が
個人貯 蓄全体の半分 を占め,40%の 住民は貯蓄 をもっていない。ロシアの著名 な社 会学者T.ザ
スラフスカヤ女 史によれば13,2000年 時点で,主 に所得水準 によって,ロ シアの社会層 は次の よ
うに区分 された。① 支配エ リー トー1%,② 上層(高 級官僚,大 企業所有者 ・経営者,文 化エリートな
ど)5～6%,③ 中位層(上 級公務員,将 校,中 小企業家 ・経営者,熟 練労働者など)-10～12%,④
基礎層(技 凧 医師,教 師,事 務員,中 級労働者 ・公務員,フ ァーマー,サ ービス労働者など)-50%,⑤
下層 儂 業従事者,低 熟練労働者,失 業者,年 金生活者,身 障者など)-30%,⑥ 最 下層一5%。 この
うち② と③ がいわゆる中流階級(ミ ドルクラス)に 入 るが,現 在 はやや増 えているもののせいぜ い
20%で,60～70%と される先進諸国 に比べ て きわめて層が薄い。④の基礎層 は,ソ 連時代 には
中流階級 に属 していた ものの競争社会で脱落 し,今 はそれには含 まれな くなった人々である。⑤
と⑥ は最低生活費以下所得層であ り,現 在 はい く分減少 している。
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この ような極端 な二極構 造 をもった ロシア社会 を生み出 したの は,新 自由主義的経済改革 とそ
こでの社会政策の不在 であったが,政 府 にとって も,こ れ以上大衆 の貧困 を放置するこ とは改革
の深化や体 制の維持 のために も危険な もの とな り(金 融危機以来,改 革に否定的な世論が増大 し,ソ 連
時代へのノスタルジーが広がっていた),IMFや 世界銀行か らの強い働 きかけ もあって,こ れまで経
済改革が優 先されてネグレク トされて きた社会部面の何 らかの再編 に迫 られるようにる。 しか し
ここでは,財 政難か ら事実上無視 して きた憲法の社会国家 の規定 を具現化 して,国 民 にこれまで
の政府 の債務 を補填 してその生活の安定 をはか るといった方 向ではな く,こ れ とは逆 に,急 進的
経済改革 に適合 的 な社 会政策 の新 自由主義 的モデル(国 民の自助にもとつ く代替的な福祉制度の奨
励,社 会的部面の市場化 ・有料化,落 ちこぼれた貧窮者に対象を絞った国家支援)を 新 たに導入す る とい
う方向が選択 され ることになるのである。
3.ロ シアの社会保障 ・社会福祉制度改革の現状 と問題点
ここでは,90年 代 末か ら取 り組 まれる ようになった社会部面 の諸改革 を取 り上げ,そ の内容
と問題点 を考察 し,新 自由主義的改革が果た して勤労国民大衆の生活 を改善 し,社 会的弱者 を困
窮か ら救 うことがで きるのか を検討 してみたい。 ここでは,年 金制度,医 療 制度,特 典制度,生
活困窮者のための住宅 二公益サー ビス料 金の補償 や児童手 当,そ れに社会扶助制度 について見 る
こととする。
1)年 金制度改革14
かつての国家予算か らの年金保障が,公 的保 険制度に変 わった ものの,基 本 的に従 来 どお り賦
課(分 配)方 式 にもとづ き国家がすべ ての年金生活者へ の年金支給 を保証 して きた転換後 の年金
制度は,90年 代半 ばよ り,新 たな改革 に迫 られる ことになる。それを規定 した条件 としては,
①実質賃金 の大幅低下,就 業者の減少,ヤ ミ労働市場 の拡大,ヤ ミ賃金支給 による保 険料逃れの
常態化 な どによって,賃 金総額 にかかる保 険料収入で賄われ る年金保 険財政が危機 に陥 った こ
と,② 人口の年齢構成が 高齢化 し,年 金受給 者1人 当た りの経 済就業者数 は90年 か ら99年 に
2.32人 か ら1.68人 に下が り,2050年 には1対1に まで達す ることが予想 され る事態 となった こ
と,③ 新 しい特典が導入 された り,繰 り上げ支給が増 えるなどして,保 険料 と年金額 との連 関が
薄れ,不 平等感が強 まったこと,④99年 に,補 償金 を含 む平均年金月額 は最低 生活費 の70.2%
と,年 金が高齢者 ・身障者の生活 を保 障す るものではな くなって きたこと,な どが挙 げ られる。
これ に対 して,ま ず保険料収入 を確保す るため に,従 来の各種の保険料を統合 して税金 として
よ り厳 し く効果 的に徴収 す るこ ととし,税 法典改正 に よ り2002年 か ら単一社 会税 が導入 され
た。同時に雇用保険基金が廃止 され(失 業手当は国家予算から支給されるようになる),社 会保険基金
への保険料率 も引 き下げ られた。単一社会税率 は賃金額が増 えるのに応 じて軽減 される逆進制 と
されたが,当 初,最 高税率 は年 間賃金額の35.6%で,こ の うち28%が 年金 に,4%が 社会保険
102商 経 論 叢 第42巻 第3号(2006.12)
に,3.6%が 強制 医療保 険に配分 された。 また所得税 の税率 が一律13%と されたの に伴い,そ
れ に含め る形で,そ れまであった賃金の1%に 当たる労働者 自身 による保 険料負担が廃 止 され
た。保険料 の税金化 は,事 実上 これ を国家の所有物 とし,国 家 が任意 に削減(減 税)し た り,保
険 目的以外に使 うことを可能にすることにな り,転 換後形成 されつつあった保険制度の根幹 を覆
す ものであった。
年金制度その ものの改革については,95年8月 の最初の政府 コンセプ トでは,基 礎(社 会)年
金,労 働(保 険)年 金,非 国家(個 人,企 業)年 金の3つ の レベルか ら成 る年金制度が想定 されて
いた。 また98年5月 に政府が承認 した年金改革プ ログ ラムでは,賦 課方式 の現行年金制度に初
めて積立原則 を導入す ることが提起 された。 これをめ ぐってさまざまな論議がか わされた後(年
金受給年齢の引き上げも問題になったが,男 性の平均寿命が受給年齢の60歳 を下回る現状では時期尚早とさ
れた),2001年 末にいわ ゆる新 年金3法(労 働年金法,強 制年金保険法,国 家年金保障法)が 制定 さ
れ,02年 か ら新 しい年金制度が施行 されるこ とになった。またこれ まで認め られていた有害部
門で働 く者への年金の繰 り上げ支給 は,新 たに設け られる強制職業年金保険制度(雇 用主が別に保
険金を納付)に 移 されるこ とになった(現 在のところまだ施行されていない)。
新 しい年金制度では,ま ず,連 邦国家公務員,軍 勤務者,放 射能事故被災者,そ れに労働年金
の受給 資格 のない市民 には,直 接国家予算(一 般財源)か ら一定の年金額が支給 され る。 国家公
務 員は勤務歴15年 以上で月平均賃金 の45%(上 限は75%)が 保 障 され,労 働不 能者 のた めの社
会年金 は労働基礎年金の85～100%と される。
一般 の労働 者が受 ける労働 年金(老 齢年金
,障 害者年金,遺 族年金)は,① 基礎 部分,② 保 険部
分,③ 積 立部分 の3層 か ら成 る。老齢年 金 を受 けるための保険期 間は5年 以上で,男 性60歳,
女性55歳 で受給資格が ある。労働年金 は働 いていて も全額受 け取 れる(04年 に働いている老齢年金
受給者は全体の23.4%)。 身体障害者 は,第1度(軽 度)か ら3段 階に区分 され,保 険期 間 と関係 な
く障害者年金 を受け取 るこ とがで きる。
基礎部分 は国家 によって定め られた固定額(年 齢,障 害度,遺 族の状態などによって分化している)
で,そ の水準は財政状態 によって規定 され,定 期的 に物価ス ライ ドがなされ,将 来的には最低生
活費の レベ ルまで引 き上げ る としている。企業が納付す る,賃 金額 の28%に 当た る年金保険向
けの単一社会税 の うちの半分(14%)が,こ の非保 険的な基礎年金のため に直接 国家予算 に含め
られ る。
保険部分では,老 齢年金 の場合,新 年金法施行前 の年金権の評価額(労 働歴や稼得賃金と平均賃
金との比率から導出された個人別係数にもとついて計算)と,施 行後 に実際 に払い込 まれた保険料 とを
合算 し,物 価 スライ ド分 を加 えて個人別の 「計算年金資本」が算定 され る(裁 定年金月額はこれを
法定年金支払予定期問で除して得 られる)。 この年金 資本 は連邦年金基金 が管理す る個 人別口座 に記
載 され,本 人に定期 的に通知 され ることになっている。
新たに設け られた積立部分 は,保 険料か ら組み入れ られる部分(個 人別口座の特別欄に記載)と
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その運用利益 によってつ くられ る。国民は この資金 を有価証券市場 に投 じることになるが,そ の
ためにこの運用 を委託 される民問および国家の管理会社 がつ くられ,国 民は自分でそれを選定す
る。 この部分 は,従 来 の異世代間の分 配方式 とは異 な り,個 人が将来 の年金 を自分 で賄 うもの
で,少 子化 な ど人口要因へ の対応 とともに,こ れによって労働者に 自分の年金や雇用主に よる保
険料 の完全 な支払 いに も関心 をもたせ ることがで きるもの とされた。
ただ しこの積立部分 の支払 いは,当 初 の予定で は2011年 か ら始 まる もの とされ,し たが って
それ以前に年金受給年齢 を迎 える人(男 性はユ952年以前生まれ,女 性はX956年 以前生まれ)に は適用
されない。 また単一社会税(35.6%)の うち年金用 の28%か ら,先 に述べ た予算納付分(14%)
を除いた14%が 年金基金 に納入 されるが,こ の うちで保 険部分 と積 立部分 との相 関は,こ の制
度の適用者 で1966年 以前生 まれの者 につい ては,例 外 的 に前者 が12%,後 者が2%と され,
制度が十全 に適用 され る1967年 以後に生 まれた者 については,8%と6%と される(た だし05
年までは経過措置がとられる)こ とになった(そ の後,年 金改革法が改訂され,1966年 以前生まれの者はす
べて積立部分への参加から除外され,積 立部分からの年金の支給開始は先延ばしされた)。
新年金制度の施行後,積 立部分 の運用を規制する法律 が整備 され,実 際に運用 が始 まってい る
が,こ こで も問題が指摘 されている15。国民 は積 立部分 の運用 を,選 定 した管理会社 に委ね るこ
とになるが(年 末に変更可能,ま た選定しなければ自動的に国家の管理会社に引渡される),民 間の管理会
社 は利 回 りは高い ものの,そ の高い リスクが嫌われて選定 されず,そ の圧倒的部分 は国家 の管理
会社(そ の受託機瀾 はヴネシエコノムバンク)に 集中 してお り,そ こでの利 回 りはイ ンフ レ率 をわず
かに上 回る程度である と言われる。現行法では国家 の管理会社 は国債 にしか投 資で きないが,将
来,積 立額 が国債発行高 を大幅に上 回る事態 も予想 されている。契約 による民間機 関へ の一部委
託 とともに,投 資対象 を拡大す る(リ スクは増えるが)こ とも計画 されてい るが,依 然 として二桁
のイ ンフレが続いているだけでな く,証 券市場がまだ十分発達 してお らず,国 民 のなかに証券投
資の観念 も広 く普及 してい るとは言 えない状況の中で,性 急 な積立方式 の導入 が何 を もた らす
か,そ の結果 を懸念す る声が強い。
さらに2005年 か らは,企 業減税 の一環 として,単 一社会税率の引 き下げが行 われた。すなわ
ち,最 高税率(そ れが適用される年間1人 当たり賃金額の上限は10万 ルーブリから28万 ルーブリに引き上
げ)は これ までの賃金額 の35.6%か ら26%に 引 き下 げ られ,こ の うち年=金向 けの ものは28%
か ら20%に 引 き下げ られた。その内訳 は,基 礎 部分 に当 て られ る ものが14%か ら6%に 減
り,保 険 ・積立部分 に向け られ るものは これ まで通 り14%で ある(社 会保険基金や強制医療保険基
金に向けられる部分も全体で7.6%か ら6%に 減少)。 もちろん,こ れによって労働者 に支払われ る賃
金が増 えるわけではな く,そ れだけ企業の負担が減るだけであるが,加 えてヤ ミ賃金 などによる
税 金逃 れや,小 企業や農業への特 恵税率の適用 などもあって,保 険財政が確実に悪化することは
目に見 えている。 ここには,保 険財政 を強化 しようとす る指 向性 は見受け られず,む しろ国家強
制保険制度か ら任意 の個人 ・企業年金や代替的 な医療保険に重点 を移 して,こ れを拡大 しようと
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す る意図す ら窺 われ る。
この非 国家年金 については,現 在,300近 くの年金保 険会社が あ り,555万 人が加入 し,す で
に50万 人が非国家年 金を受 けてお り16,こ れへの加入が奨励 されてい る。 しか し今 の ところこ
れに資金が大量 に集中する可能性 はあ りそうにない。賃金があま りに も低 く,労 働者がそのなか
か ら個人年金 に積み立てることは事実上 困難であるし,そ れを もとに計算 される年金は老後 とて
も生活 していける額ではない。その上ロシア人の平均寿命が極端 に短 く,か けた保 険金が回収 さ
れない可能性す らある。
以上がロシアの新 しい年金制度のあ らま しであるが,こ うした改革がロシアの年金生活者 の状
態 を改善す るこ とがで きるであろ うか。04年 に,国 家予算で保証 される最低年金額 と しての労
働老齢年金の基礎 部分 は660ル ーブ リであ ったが,こ れは年金生活者 の最低生活費の35.7%に
す ぎず(最 低賃金の91.7%),最 低賃金同様,こ れでは到底一人では生 きて行 けない。少 な くとも
これ を最低生活費の水準 にまで引 き上げる必要があるが,現 状で はこの 目標 の達成は容易な こと
ではない。 また同年 に,平 均年金 は1914.5ル ーブリで,こ れは最低生活費 を辛 うじて超 えた程
度(106.3%)で あ り,平 均計算賃金 と比 較す る とそ の28.4%で,90年 の33.7%,96年 の36%
に比べ てむ しろ下が ってい る17。小企業や農業の従事者 な どを中心 に,年 金受給者の約3分 の1
は最低生活費以下の年金 しか得 ていない。年金生活者 の9割 は生活 に不便 を感 じ,6割 は薬代が
支払 えないとい う報告 もあ る。 さらに問題 なのは,年 金額がほ とん ど平準化 されて,支 払った保
険料(賃 金に依存)と 受給額 との等価性が守 られていない ことである。それがあ る程 度成 り立つ
のは賃金が平均 に近い人だ けで,賃 金の高い者 はそれに見合 った年金 を受け取 れない。例 えば月
収3～4万 ルー ブリの高資格専門家が年金生活 に入 って得 られる年金は2700～2900ル ーブ リと代
替率 は1割 にもな らない とい う18。その原因の一つ は,基 本的 に保険料 によって非保険的 な基礎
部分 を賄 うとい う,保 険原則 に反 した現行 の制度 にあ る。いず れ にせ よ,35～40年 働 いて,賃
金の50～60%が 代替 されるような西側先進諸国の レベルにはほ ど遠い状態 にある。
その他 にも,失 業者 やイ ンフ ォーマルな雇用 関係 にあるかな りの数 の者 を法的 な制度の枠外 に
置いているとい う問題があ り,積 立部分の導入 については,従 来の賦課方式 で年金 を賄 っていた
現役世代が 自分の積立部分 に財源が割 かれる ことか ら,そ の分現在 の年金受給者の年金が減 って
しまうといった問題(そ れを解決するためには何 らかの国家支援が必要となる)も 未解 決である。 しか
し最大 の問題は,原 資 となる賃金の大幅 な引 き上げな しには,積 立部分の形成 はもとよ り,保 険
原則 による安定 した年金制度の創出は不可能だとい うことであろう。 しか も現在,保 険料 は実質
的に賃金か ら支払われているに もかかわ らず,雇 用主が賃金 を支払 う前に税金 として納付す る形
になっている ことか ら,保 険料逃れが な くな らないばか りか,労 働者の側 に も自分 の払 う保険料
によって年金制度 を支 えている とい う自覚が生 じない。 ロシアの新 自由主義的年金改革は,こ う




ここで も,す でに91年 に,国 家予算か ら直接賄 われていたそれ までの医療制度 は,全 国民 を
包摂 する強制医療保 険制度に変 わ り,93年 か らは他 の国家保 険制度 同様,予 算外基金 として強
制 医療保険基 金が形成 された。その後の単一社会税 の導入 に よ り,雇 用主 が支 払 う賃金総額 の
35.6%に 当たる税 の うち,3.6%分 が医療保険基金 に入 る(う ち0.2%が 連邦基金,3.4%が 連邦主
体基金)も の とされ,働 け ない者 につ いて は,地 域 の行政機 関が基金 に保 険料 を支 払 うことに
なっていた。強制 医療保険制度 を通 じて提供 される医療サー ビスの最小 限のセ ッ トは連邦 レベル
で決定 され,そ の実施要綱 としての地域 の医療保険プ ログラムはそれを下回 らない範囲で地域で
決定 される もの とされた。 これ とと もに国の認可 を得 た組織 と して医療保険会社 がつ くられた
が,こ の会社 は保 険契約者か らの資金 をもとに,医 療機i関と契約 して医療機関が行 うサー ビスへ
の支払いを行 う。連邦 主体 ごとに設置 された地域強制保険基 金は独立 した存在 であ り,雇 用 主か
らの税 金 と地域 当局か らの納付 金(保 険料)に よって運営 され,連 邦保険基金の資金 は主 として
財政的に脆弱な地域へ の支援のため に用 い られることになっている。
しか しここで も,雇 用主や当局 が納付義務 を果た さない ことか ら基金の収入 が十分確 保 され
ず,医 療 の状態 は悪化 の一途 をたどった。医療施設は設備や薬が不足 し,患 者が 自分 で薬や食事
を調達 しなければならず,無 料 医療の原則 にもかかわ らず事 実上の有料化 が進み,と くに低所得
者層ではお金がな くて必要 な医療が受け られない事態 になった。再分 配のために連邦保険基金 に
集 中される資金が不足 して,地 域 プログラムへの融資条件 を均等化す ることがで きず,医 療 サー
ビス における地域格差 が拡大 した。医療保険会社の活動 も,そ もそ もの目的 とされた強制医療保
険資金の効率的利用 に資す るものとはなってお らず,ま た医療機関 も,設 備が老朽化 し,外 来診
療 よ り入 院治療 に偏重す るなど多 くの問題が指摘 されてい る。 この ように現在 の医療保険制度 は
すべての国民が安心 して医療 を受け られ るような体制 になっていない。 この結果,医 療 に対す る
住民の不満が増大 し,政 府 も何 らかの対応 を迫 られているが,し か しここでの当面の改革は,あ
くまで も現行の制度 を維持 した上でのその改善,近 代化 に限 られている。
確かにロシアの強制 医療保険制度が きわめて脆弱 であるこ とは事実 である。そ もそ もGDP中
の保健関連支出の割合 は3.25%(02年)とOECD諸 国平均 の8.4%に 比べ て著 しく低 いが,そ
の うちで強制医療保険が 占める割合 は35%に す ぎない。 しか し,例 えば 「2006～2008年 におけ
るロシァ連邦 中期社会経済発展 プログラム」 で予定 されている強制医療保 険制度の近代化 の方策
は,保 険原則 の徹底,保 険契約者 による医療保険会社 の自由選択 にもとつ くこれ らの会社相互間
の競争促進,連 邦主体 による非労働者 にかかわる保 険料納付 の厳格化,と いった ものに限 られて
いる20。しか も保 険原則 の徹底 と言いなが ら,大 幅な賃金引 き上げ を前提 としなければ実現で き
ない労働者か らの保 険料の一部負担 の可能性 にはまった く触 れ られていない。何 よりも,無 料医
療の提供への国家の保証が事実上制限され,十 分な財政的裏付 けを欠 いている とい う最大の問題
に何 ら有効 な対 策が打 ち出されてい ない。それ どころか,05年 か らの単一社 会税 率の引 き下げ
106商 経 論 叢 第42巻 第3号(2006.12)
に よって,強 制医療保 険基金 に入 る税率 も3.6%か ら2.8%(連 邦保険基金m.8%,地 域保険基金一
2%)に 引 き下げ られている。これでは強制医療保 険制度の近代 化 どころか,制 度その ものの解
体,事 実上 の医療有料化,し たがって大多数の国民の医療サー ビスか らの排 除が進行す ることに
な らざるをえないであろ う。
もちろん,医 療 は強制医療保 険基金だけで な く国家予算 の資金 によって も賄 われている(伝 染
病の治療と予防,防 疫対策,衛 生対策,母 性や子どもの保護,指 定難病の治療など)が,ロ シアで は国家
予算 の うちの保健 ・体育 費がGDPに 占める割 合 は2.3%(02年)と きわめて低 い。 また統合予
算 の社会文化施策費の なかでの保健 ・体 育費の割合 は97～04年 に28.5%か ら25.3%に 下が っ
ている。医療が全面的に国家 によって賄 われていた ソ連時代には,悪 名高い 「残余原則」 によっ
て医療への支出が制限 されていた とされるが,今 は軍事費の ような他 の優先部 門がな くなったに
もかかわ らず国家の医療支出は増大せず,新 たに 「社会支出最小化原則」が支配す るようになっ
た とす ら言われてい る。政府のプログラムでは強制医療保険制度の発展 だけが問題 とされている
が,医 療保険制度 は経常 的な医療援二助 を賄 うものにす ぎず,保 健事業全体の改善 には,そ れへの
国家支出の増大 を含めて,国 家 の役 割のい っそ うの強化が必要 であろ う。
3)特 典の貨幣化21
ソ連 時代か ら,特 定のカテ ゴリーの国民 に対 して国家が一定の特典 を現物 で供与す る制度が存
在 し,体 制転換後 も,む しろその対象や種類が拡大 されて,維 持 されてきた。対象者 は,① 社会
的 な支援 を必要 とす る者(傷 疲軍人,身 障者やその家族など),② 祖 国 に貢献 のあ った者(大 戦参加
者,銃 後の軍事施設で働いていた者,労 働英雄などの功労者,労 働ベテラン),③ 特定 の職業に従事す る者
(保安機関や司法 ・税関機関等の職員),④ その他法令 で定め られた者(チ ェルノブイリ原発事故被災者,
テロ事件での負傷者,政 治弾圧犠牲者,極 北地域の居住者など)で,そ の数は延べ4400万 人(二 つ以上の
特典受領者もあ り,実 数は3500万 人)に 及んでいた。 また特典の種類 では,交 通機 関の無料パス,
住宅=公 益 サービス料金の割引 き,薬 や人工装具の無料提供,保 養施設での療養,電 話の敷設か
ら身辺警護にまで及んだ。04年 に,市 電や トロリーバスの無料パス をもつ者は実 に乗客全体 の6
割 を占めていた22。こうした広範 な特典供与が財政 を圧迫 し,政 府は法律 に もとつ くその義務 を
完全 に実現 で きない状況 に陥ったが,そ の対象が上述の ように必ず しも生活困窮者で はない,と
い う事情が この分野の改革論議 に拍車 をかけた。ある調査 によれば,特 典 を受けた世帯の うち,
最低生活費以下 の所得 しか ない世帯 の割合 は25.2%,ま たこれ らの世帯 に供与 された特典が全
体 に占める割合 は24.7%と,所 得分布 に比 べて特典 を受けてい る貧困者 の割合 はむ しろ小 さ
かった。 また全国基準で特典が定め られていたため,市 内交通 な どを頻繁 に利用で きる都市住民
と,そ う した機会に乏 しい農村住民 との問に不平等が生 じているこ とも指摘 された。
政府 は,こ うした制度 をソ連時代 の寄食主義 の現 れであ り,市 場経 済 にそ ぐわない と し,04
年8月,こ れを貨幣支給 に変 える とい う政策 を打 ち出 した(「特典貨幣化法」)。法律 は,ま ず,特
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典の対象者で,連 邦予算か ら供与 を受 けるカテゴリー と連邦主体 か ら供与 を受 けるカテ ゴリーと
を区分 し直 し,従 来連邦政府が特典供与 に責任 を負 っていた多 くの住民の うちの約半数 を連邦主
体の所管 に移 した。 この結果,約3分 の2の 受領者が連邦主体か ら特典 を受 けることになるが,
これは連邦の責任 を財政難に悩む地方 に転嫁す ることで,結 果的に供与の水準 を低下 させること
になった(モ スクワなど一部の豊かな地域を除 く)。そ の上 で,連 邦 カテ ゴリー,連 邦主体 カテ ゴ
リーを問わず,こ れ まで現物で供与 されていた特典が一定額 の貨 幣に置 き換 えられることになっ
た。 しか もこのさい,こ れ まであった多 くの特典が廃止 され,残 ったものだけが貨幣補償 に移 さ
れた。 さらにこの貨幣補償 は正確 に特典 を貨幣換算 した ものとはいえないばか りか,物 価ス ライ
ドが予定 されてはいるものの,概 して有料サー ビス料金の値上が りは公式 のインフ レ率 を大幅に
上回ってお り,さ らなる目減 りも避 け られそ うにない。 またこれ まで は同一人が複数の受益者カ
テ ゴリー に属 している場合 にはそのすべての特 典が重複 して得 られたが,こ れか らは本 人に最 も
有利 な一つの根拠 に もとついてのみ特典 を受 けることにな り,こ こで も特典 の縮小 が はか られ
た。
このようにこの改革 は,特 典の必要のない者だけを整理す るのではな く,受 領者の大半 を占め
る社会的弱者(最 大のカテゴリーである2000万 人にのぼる労働ベテランの大半は高齢者)を 含 めて一律 に
従来 の生活扶助的な特典を縮小 する ものであ ったことか ら,連 邦や地方の財政で資金が手当で き
ない とい う実施上の不手際 もあって,05年1月 か らの実施 にさい して,高 齢者や身障者 な どか
らの激 しい反発 を招いた。賃金や年金 ・手当 などが引 き上 げられ,そ れで安定 した生活が営 まれ
る ようになった上であれば,こ うした特典 も縮小 しうるであ ろうが,そ れ に先行 して特典だけを
縮小 すれば,こ れに頼 っていた高齢者や身障者 の生活 を破壊 し,国 民の 困窮 を強め るだ けで あ
る。 また仮 に貨幣 との等価性が守 られる として も,現 時点で は現物だか らこそ意味があるという
面 もある。薬代 や療養費や交通費が割 り引 きになるか ら診療や保養所 サ ー ビス を受 け られ る人
も,代 わ りに貨幣を もらってそれ を食費 に当てて しまえば,直 接健康 が犠牲 に され るこ とにな
る。
4)生 活困窮者への個別的支援
ソ連時代 には,も ちろん,所 得格差は存在 していたが,生 活 を保障す る最低賃金での労働や住
宅 の取得,労 働 能力や扶養者喪失の さいの物質 的保 障が権利 として保証 され,よ り 「恵 まれ な
い」者には特典 や手当の支給に よって初 めか ら所得 の平準化 がはか られたため,少 な くとも公式
には,貧 窮者は存在せず,そ のための特別 な支援 も必要 としていなかった。 しか し市場経済化 と
ともに,貧 富の格差が拡大 し,貧 困者対策が社会政策の重要課題 となる。貧困者が生 じない よう
にす る政策か ら,生 じるこ とを前提 として,そ れを社会の安定 を損なわない程度 にまで緩和す る
政策が必要 になるのである。 しかも先述 した ように,ロ シアの急進的市場経済化 は国民生活 を完
全 に犠牲 にして強行 され,実 質賃金 ・年金の大幅低下,そ れ らの長期 的不払い,ハ イパ ーイ ンフ
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レに よる個 人預金の消滅な どをともない,最 低生活費以下の所得 しかない貧困層が激増す ること
になった。
ソ連 時代 に,主 に最低賃金の規制のため に,非 公式 なが ら最小家計費が計算 され(最 低賃金は
その1.5倍 以上),住 民の2～3割 がその水準以下の 「恵 まれない」所得層 とされたが,転 換後の実
質所得 の大 幅低下の結果,こ れ を適用する と住民の7割 以上が貧 困者 とい うことにな り,市 場経
済 における固有の福祉政策の対象 となる貧困者が区別で きな くなって しまった。そ こで92年 に
先の基準 をほぼ半分 に切 り下げた新 しい貧 困ラインが定め られたが,食 費の割合が68%に も達
していて,公 共サー ビス料金の値 上が りな ど,そ の後の家計支出の内容にそ ぐわないもの となっ
た23。そこで97年 の最低生活費法,99年 の消費バスケ ット法 な どに もとづ き,2000年 か ら,新
しい算定方法 による最低生活費が公式 に定め られる ことになった(四 半期ごと,連 邦主体ごと,3年
齢グループごとに公表)。 そ して1人 当た り所得が これ を下回る者 が貧 困者 とされ る。 この 「よ り
高い」最低生活費 も,な お食費が43%を 占め るなど,生 理的生存 費にかな り近 い ところで定め
られてい るに もかかわ らず,04年 で も平均賃金 はその2.6倍,平 均年金 はほぼ等倍 にす ぎず,
また貧 困ライ ン以下層 は,04年 に人 口の17.8%と ひ と頃 よ りは下が ってい るが,そ れで も実数
で は2500万 人 を超 えている。
しか もここには部門別 ・地域別 に大 きな差異がある。例 えば,部 門別で最低生活費以下の所得
しかない労働者の割合が最 も高いのは農業で,04年 に67.8%に 達 してお り,次 いで文化部 門一
49.7%,保 健 ・体育 ・社会保障部 門一35.7%と 高い。 また地域別で は,チ ュメニ州 では この貧
困ライ ン以下層 は12.8%,モ ス クワで16%と 最 も低 いが,イ ワノヴオ州では53%,カ ルムイキ
ア共和 国では55.1%,イ ングー シ共和 国では実 に73%に 達 してい る。 さらに最低生活 費の2分
の1以 下の所得 しかない層 を極貧層 とす る と,家 計調査 によれば,極 貧世帯 の50%は 農村 に住
み 儂 村 世帯 は世帯 数全体 の26.3%),31%は5人 以 上 の 大 家 族(世 帯 数 での割 合 は11.4%)
で,63.4%は 子持 ちである(同,34.3%)24。
こう した貧 困者 に的 を絞 った支援(ア ドレス的=個 別的支援)は,現 在,地 方予算(連 邦主体,地
方自治体)を 財源 として,さ まざまな形で行われているが,こ こでは,住 宅費 ・公益サー ビス料
金の補償(補 助),16歳 未満 の子 どもをもつ親に対す る児童手当,食 料や金銭 による生活扶助 に
ついて,現 状 と問題点を見 るこ とにす る25。
まず,ソ 連時代 に行 われていた,住 宅やガス ・上下水道 ・電気 ・電話 ・集 中暖房な ど公益サー
ビスのタダ同然での提供(当 時これらを合わせた住宅費は家計支出の3%程 度であった)は,市 場経済
化 とともに放棄 され,住 宅の民営化 が進め られ,新 規住宅の取得や民営化 された住宅の修理その
他公益サー ビスの支払 いは基本的 に自己負担 となった。従 来,こ うしたサービス を行 う公益企業
は,基 本的に地方 自治体の予算 によって維持 され,住 民の支払い によって賄 われるのはコス トの
3分 の1程 度 にす ぎなかったが,市 場原理 にもとづ き,何 よ りも財政難 のも とで,公 益企業 も独
立採算 に もとつ いて運営 され,利 用す る住民 も応分 の負担 を担 うべ きもの とされた。政府 は公益
旧ソ連と新生ロシアの社会保障と社会政策109
事業 に対す る国家補助金の割合 を徐 々に引 き下げ,そ の分住民 か らの納付 の割合 を増 やす計画を
策定 し,03年 には,費 用 の100%を 料金で賄 うとい う方針 を打 ち出 した。これは取 りも直 さず
修理費や公益サー ビス料金 の大幅 な引 き上 げを不可避的に した。
しか し設備が老朽化 し,慢 性 的に赤字で,投 資 はおろか賃金 さえまともに支払 われないこうし
た企業 を1国 家の支援な しに,貧 しい国民の負担だ けで維持することは不可能である。実際 に料
金 の滞納者が増大 して企業の収入が減 り,い っそうの料金の引 き上げ とサー ビス内容 の質の低下
を余儀 な くされる とい う悪循 環に陥っている。それに もか かわ らず,こ の方針 は05年 か ら実施
されることになった住宅法典で も貫かれている。法典は,国 家が公益企業 に補助金 を出さないこ
とを前提 に,住 宅の保 有形態 に応 じて住 民(公 共住宅の賃借者,集 合住宅および一戸建の所有者に区
分)が 支払 うべ き料金 を定 めている。具体的 な料金 は地方 自治体 で定めるが,滞 納者 には罰金が
科せ られ,例 えば公共住宅の家賃 の場合,滞 納が6か 月以上になると司法手続 きにより強制立 ち
退 きの措置が とられ,よ り劣悪 な共同宿舎並みの住宅に転居 させ られる。
こうした新 自由主義 的な住宅政策 に対応 して,94年 か ら,家 賃や公益サー ビス料金の支払 い
が 困難 な貧困世帯(1人 当たり所得が最低生活費以下の世帯)へ の支援(割 引き制度)が 導入 された。
新住宅法典で も,所 得 に占め る家賃 ・公共料金への支出(実 際の支出ではなく,家 族員当たりの規定
の住宅面積や使用量によって再計算された金額)の 割合が,連 邦 の勧告 に したが って地方 自治体 で定
めた上限 を超 える場合 には,こ の支 出額 と上限 とな る標準額 との差額 を補 償する(割 引く)こ と
を定めている。2000年 には,貧 困世帯の うちこの ように再計算 された住宅費が所得の20%を 超
える世帯が援二助 の対象 とされたが,そ の後 この上限 は25%に まで引 き上げ られている26。
しか しこれ は連邦 が勧告 して いる上限であ り,財 政難で支払 い能力 の乏 しい地域(そ こでは通
常,貧 困世帯の数も多い)は,こ の上限 をさらに引 き上 げて対象者 をよ り絞 らざるをえない。この
ため大都市で は,補 償 を受 ける者の割合 は最低生活費以下所得者 の割合 とほぼ等 しいの に対 し
て,小 都市や農村部では最低生活費以下所得層の一部 しか補償 を受けてい ない。 しか も,こ こで
は,ま ず連邦 よ り低い貧 困基準 によって有資格者の振 るい落 としが行 われていると言 われ る。そ
のほか,所 得 申告 の繁雑 さやその割 に補償額がわずかであること,管 理が行 き届かず,正 確 に所
得 を把握で きないことな どか ら,貧 しくて も補償 を受けていない世帯,逆 に最低生活費以上の所
得 があって も補償 を受けている世帯 も少 な くない とされる。公式統計 に よれば,04年 に住宅 ・
公益サー ビス料金 の補償 を受けてい る世帯 は全体の13.7%,1世 帯 当た り1か 月の補償額は平均
435ル ー ブリであった27。
次 に,16歳 未満(学 校生徒である場合は18歳 未満)の 子 どもを もつ親(い ずれか一方)に 対す る児
童手当 につ いて見 よう。 ソ連 時代 には,こ の手 当は所得平準化 の一環 として,「 恵 まれ ない」世
帯や多子世帯に対 して国家予算か ら支給 されていたが,体 制転換後 もこう した手当は維持 された
だけでな く,社 会保障 的な意味か ら,こ の年齢の子 どもをもつ すべての世帯 に支給 が拡大 され
た。 しか し国家が 定 めた手 当の額 は,2000年 には最低 賃 金 の70%に 当 た る58.4ル ー ブ リで
110商 経 論 叢 第42巻 第3号(2006.12)
あったが,01年 か ら04年 までに最低賃金額は200ル ーブリか ら600ル ーブ リに引 き上 げ られた
に もかか わ らず,児 童手 当の額 は70ル ーブ リ(独 身の母親には140ル ーブリ)と 変 わ らず(こ れは子
どもの最低生活費のわずか3～5%),05年 か らは決定 を連邦主体 に委 ねて,国 家 が統一 的な額 を定
めることす ら止めて しまった28。 しか も財源 は連邦主体予算であ り,財 政難 に悩む連邦 主体 は,
雀の涙のようなこの手 当の支給 をほとん ど実施 しなかった。
家庭 の保護 を謳いなが ら事実上国家がその義務 を放棄す るとい う事態のなかで,政 府 は児童手
当を,そ れ までの画一的 ・社会保障的な ものか ら個別主義に もとつ く支援 に切 り替 えた。す なわ
ち,98年 か ら最低生活費 の2倍 未満 の所得 を受給資格 とし,2000年 か らはさらに最低生活費以
下所得層 に対象が限定 され ることになった29。しか し所得 申告 が不確 かな上 に,当 局 に よる調査
に も多額の費用がかかるこ とか ら,多 くの連邦主体では,手 当の額が名 目的なものに切 り詰 め ら
れる一方で,有 資格者 の決定にコス トのかか らない全員支給 が維持 された。この結果,こ こでは
個別主義的 なもの と社会保障的 な もの とが混在 してお り,こ の ことは,16歳 未満の子 どもをも
つ世帯のうちで児童手当の支給 を受 けてい る世帯 の割合 は99～04年 に減少 した ものの,そ の程
度 は88.3%か ら66.3%に 下が ったにす ぎない ことか らもうかがわれ る30。調査 によれば,大 都
市で は貧困世帯 の割合 が低いに もかかわ らず,そ れをはるかに上回る割合 の者が児童手当 を受け
てお り,小 都市で はこのギ ャップが より小 さい とい う。前者で は多 くの受給 者が貧 困者 ではな
く,個 別 主義 の原則が守 られてお らず,後 者で は有資格者 二貧 困者 の割合 が高 く,個 別 主義 を
とって も,結 果 的に全員支給 に近い もの となっている。
最後 に困窮者へ の直接 的支援=(社会扶助)に ついて見 よう。急進的市場経 済化 によ り,と くに
98年 金融危機以来激増 した貧 困者 を救済す るため,2000年 になって 「国家社 会扶 助法」が制定
され,形 の上ではロシアで も自由市場経済下でのセーフテ ィー ・ネ ッ トの体制がつ くられること
になった。法律では,最 低生活費以下の所得 しかない市民は,実 所得 とこれ との差額 を限度 と し
て,3か 月以上の期問にわたって,貨 幣または現物で扶助 を受 け られるこ とになっていたが,こ
こにはさまざまな抜 け穴があ った。 まず,連 邦主体 には,対 象者 を最低 生活費の50%以 下の所
得 をもつ者に限定することが認め られた。 しか も連邦主体 は領内の地方 自治体 に対 して,連 邦主
体の基準 よ り低 い貧 困基準 を定め ることを容認 してい る(「行政的貧困限度」)。また基準 までの差
額 をどれだけ補填するかは,連 邦主体で決め られるが,実 際には扶助 を行 う地方 自治体の予算次
第であ り,貧 困者の多 い地域 は当然なが ら財政 も苦 しく,扶 助額は限 りな く縮小 されうる。 この
さい,資 金不足の場合 には上級機関の予算か らの支援があるこ とになっているが,そ のための予
算は組 まれてお らず,実 際には支援 は行われていない と言われる。扶助 の期 間も,貨 幣か現物か
とい うことも,や は り地方の財政に依存 し,地 域によって まちまちである。
ここで も所得 申告 の信 愚性や調査 にかかわる費用 の問題が あ り,調 査 によれば,大 都市で は,
独 身の年 金生活者 ・身障者,労 働能力のない子 ど もを もつ 身障者,慢 性病患者,社 会年金受領
者,片 親だけの多子家庭 といった 目に見えるカテ ゴリーに属す る者が優先 され ると言 う。また貧
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困者が多 く,連 邦主体 の基準 を大幅 に下 回る基準 を定めている地方の小都市では,個 別主義 を厳
格 に適用す る必要 か ら,経 済状態の厳 しい調査が行われ,貨 幣支給 は薬代 など使途 を定 めた形で
行 われていると言 われる。
法律が施行 された最初 の年である2000年 に,実 際にこの扶助 が行 われたのは,89の 連邦 主体
中21地 域にす ぎず,し か もこの うち4地 域 で行 われ たの は無料の給食な どであった。 また貨幣
支給 の平均額 は月50～70ル ーブ リと児童手 当並の少額であ った31。この制度 に よって実際 にわ
ずか ばか りの支援 を受け られ るのは,せ いぜい人 口の10%と いわれ,こ れは20%程 度の最低生
活費以下所得人口の約半分 とい うことになる。
以上 に見た ように,個 別的支援の導入 は,市 場経済化 の もとで落 ちこぼれた人々を社会的に支
援す る方法 として,新 自由主義的社会福祉制度改革の一環 をなす ものであるが,そ の実際の実施
という点では,そ れが有効 に機 能 している とは到底言えない。連邦政府 は,児 童手当の額 を始め
として,給 付の統一的な基準 を定 め,そ のために財力の乏 しい連邦主体や地方 自治体 に金融支援
を行 うといった責務 を放棄 し,事 実上地方の財源 に委ねたことか ら,ほ とんどの地域 で法律 どお
り実行 されてお らず,支 援 を必要 とする者への救済 となっていない。貧 困の客観的基準 となる最
低 生活 費 自体 が,財 政 の都 合 で切 り詰 め られ るな ど恣意 的 な もの となっ てい る。 また,イ ン
フォーマルな就業 やヤ ミ給与 などもあって所得申告の信愚性に問題があ り,審 査 に費用がかかる
ことか ら,個 別主義 を徹底 できず,一 部 に画一的な配分 も残 されている。何 よ りも,救 済すべ き
貧 困者の多 い地域 ほ どそれを賄 う地域 の財政基盤が脆弱 である以上,現 行の社会扶助制度 は貧困
対策 として有効な手立て とはな りえない。最低賃金や最低年金 を大幅に引 き上げ,地 域 問の経済
的不均等を緩和 するような経済政策 こそが先決であると言 わなければな らない。
4.結 び
ソ連時代 には,全 般的国有 と命令的計画経済の もとで,社 会政策の極端 にパ ターナ リスティッ
クなモデルが行われ,国 民 は一定の生活水準 とリスクか らの保護 とを国家 によって全面 的に保障
されていた。 このモデルは,一 ・面 では,70年 以上 にわた る体 制の安定化 に寄与 したが,他 面 で
は,官 僚制的支配が貫徹 し,国 民 は生産 と福利の主体ではな く,命 令の受動的な執行者,福 利の
一方 的な受益者に とどまっていた限 りで
,労 働意欲の減退 による低 い労働生産性やそれに もとつ
く福利の水準の伸 び悩みのなかで,増 大す るニーズに応 え られない国家への国民 の不満 を生みだ
し,結 局,体 制の基盤 をしだい に掘 り崩す こ とになった。
ソ連社 会主義体制 の崩壊 の後,か つての党 ・国家エ リー トか ら転 身 したロシアの支配層 は,西
側諸 国や国際金融機関の強い圧力 の もとで,新 自由主義 的市場経済化 を推 し進 め るこ とになる
が,社 会部面 においても,社 会政策のパ ターナ リステ ィック ・モデルか らの脱却 と,新 自由主義
的経済改革に適合 的なリベ ラル ・モデルの新たな創設が 目指 されることになる。
しか し,当 初,政 府 はパ ターナ リズムに慣れた国民のメ ンタリテ ィーに配慮 して,リ ベ ラル ・
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モデルの導入には慎重 で,む しろ市場経済 に適合的な北 ・西 欧型の社会国家モ デルに移行す るか
のようなポーズを見せ,憲 法に もそ うした規定 を置いたが,実 際 には国民 に対 して社会国家が果
たすべ き責任 を完全にネグ レク トした。一時的にそれを可能に したソ連時代 の遺産が急速 に食い
つぶ されると,経 済における国家の規制的役割の放棄 と相侯 って,社 会政策の事実上の不在 は国
民 を完全 に無保護状態 に置 き,こ の結果,未 曾有の大量的貧 困 と社会 の極端 な二極化が現れ るこ
とになった。
90年 代末か ら,強 引 な市場経済化 にともな う転換危機 を乗 り越 える と,一 方で は,社 会部面
にも資本の活動領域 を広げ るとともに,「 小 さな政府」 の実現 を妨げ る財政負担 や事実上の未払
いか ら生 じた国民へ の債務 を軽減 し,他 方では,大 量の貧困層の出現 による社会不安の増大 を抑
制する必要か ら,先 延 ば しされていた社会部面の改革 にようや く着手するこ とになるが,も ちろ
んそれ は,社 会政策の代 替的(非 国家的)主 体 の創設s社 会 部面 の市場化 ・有料化,貧 困層 に対
す る個別的支援の導入 など,新 自由主義の教義 に即 した改革であった。す なわち,憲 法に謳われ
なが ら実現 されなかった社会 国家の規定 を具現化す る方向ではな く,逆 に,経 済における と同様
に,社 会部面 において も国家の役割 を否定 して,憲 法の規定 を完全 に棚上 げにする方向が追求 さ
れる ことになる。
しか し社会政策のこの リベ ラル ・モデルは,急 進的経済改革同様,西 側(と くにアメリカ)か ら
のイデオ ロギー的借 り物であって,転 換後 のロシアの現実や ロシア人のメ ンタリティーを踏 まえ
てつ くられた ものではなか った。中流階級の極端 な層 の薄 さ,「 二つの国」 の存 在が指摘 される
ほ どの二極化 された社会構造,勤 労 国民大衆の恐 るべ き貧 困化 といった諸条件 の もとで,多 くの
国民 は到底 自力で 自分の現在 と将来の生活 を支え,有 料 の教育や医療 を受 け,補 助金な しの高料
金で公益 サー ビス を購 入す ることはで きない。貧 窮者 に的 を絞 った 「効 率的 な」社 会的支援 に
よって財政負担 を軽減 しようとする試み も,そ れに割かれる資金 に比べ て対象者があ まりにも多
く,そ の結果,支 援の範囲や水準 を維持す ることがで きない。 また連邦政府が責任 を放棄 して社
会部面の施策 を地方 に委ねた結果,地 域 間の大 きな経済格差が住民の福祉水準 にその まま反映さ
れ,貧 困地域の多 くの住民 は必要 な医療や教育が受 けられず,最 低限の社会的支援か らも締め出
されている。歴 史的に形成 され,ソ 連時代 を通 じて維持 ・強化 された ロシァ人の共同体的 ・集 団
主義的志 向は,社 会政策の リベ ラル ・モデルとは最 も相 いれないのものである。要するに,ロ シ
アの現実に合わない新 自由主義的経済改革 によって生み出された,と りわけ反国民的な 「粗野 な
資本主義」の もとで,社 会政策の リベ ラル ・モデルは有効 なセーフテ ィー ・ネ ッ トとして機能す
るこ とができないのである。
こ うしたなかで今 ロ シアでなされ るべ きことは,破 綻 した急進 的市場化 路線 その もの を転換
し,そ れに応 じた社会政策の新 しい社会国家モデル を構築することであろう。効率 と公正 との結
合 という意味での こうした社会 国家モデルの有効性 は,西 欧諸国の現実 があ る程度証 明 してい
る。 またそれは,社 会主義時代 を経験 した ロシアの国民 には,明 らかにリベ ラル ・モデル よりは
旧ソ連 と新生ロシアの社会保障と社会政策II3
心理的に も受け入 れられやすい ものであろう。
それは,現 在 ロシアで進め られつつある,自 助 と社会部面の市場化 を公準 とす るリベ ラル ・モ
デル(そ れはすでに破綻の兆しを見せている)と も,官 僚制 国家か らの恩恵 としての きわめて限定 的
な福 利 しか保 障 しなかった ソ連時代 のパ ターナ リステ ィック ・モデル とも異なった ものである。
もとよ り,民 主的左翼勢力が きわめて脆弱な現在のロシアで,こ うしたモデルが実現 される可能
性 は限 られていよう。 ここか ら,国 民 にとって,新 自由主義 的経済改革の否定的結果が,同 じ新
自由主義的 な社会改革 によって解消 されるどころか,今 後いっそ う強め られるこ とが避け られな
いか もしれ ない。 しか し,同 時 に,ソ 連時代 に曲が りな りにも生活の一定の安定 と明 日への安心
が保 障され,ま た体制転換 後 も形式的にせ よ社会国家 を謳った憲法 を有するロシア国民 を,新 自
由主義的体制のなかに完全 に統合するこ ともまた至難 であ るように思 われる。
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